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2023年度通常総会 

 

特定非営利活動法人鳳雛塾 

 

 

 

日時：2023年 6月 15日（木） 17時 00分～ 

場所：佐賀市本庄町大字本庄１番地 

      オプティム・ヘッドクォータービル 2F 

 

議案 

 

第１号議案 2022年度事業報告の件 

第２号議案 2022年度収支決算の件 

第３号議案 2022年度監査報告の件 

第４号議案 2023年度事業計画の件 

第５号議案 2023年度活動予算の件 

第６号議案 役員改選（案）の件 

第７号議案 組織体制と規程等の整備の件 

 

本社/事務所 

〒840-0027佐賀市本庄町大字本庄1番地 

オプティム・ヘッドクォータービル2F 

 

TEL/FAX：0952-20-3611 

WEB：http://www.housuu.jp 

E-Mail：info@housuu.jp 
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ごあいさつ 

 

ＮＰＯ法人鳳雛塾は、2005 年（平成 17 年）3 月 31 日に設立総会（第１回総会）を開催し、同年

６月 22 日に法人登記しました。ＮＰＯの設立から丸 18 年、当法人の前身でありますＳＡＧＡベン

チャービジネス協議会を創立した 1997年 11月から通算しますと今年で 26年目を迎えております。

設立以来、一貫して起業家精神をはぐくむ人材育成活動を通して、佐賀県地域経済活性化のため

に尽力してまいりました。こうした活動が継続できておりますのも皆様方のご尽力のお蔭と感謝申し上

げるとともに、個人会員ならびに団体賛助会員皆様方の温かいご支援、ご協力のものと心より感謝申

し上げます。 

 

さて、昨年度の活動につきましては、「起業家精神を養うための教育（起業家教育）」事業を積極的

に展開し、小学生から中学生、高校生、専門学校生、短大生、大学生そして社会人に至るまでのフ

ルラインナップの起業家教育プログラムを展開し、キャリア教育コーディネーターとしては国内でも類

を見ない、すべてのステージにおいて起業家精神を持ち備えるための人材育成事業に取り組むこと

が出来ました。 

特に佐賀市を中心に取り組んできましたキャリア教育事業は、前年度に引き続き、佐賀市経済部

商業振興課から「体験型起業家育成教育推進事業」を佐賀市経済部工業振興課から「起業家育

成支援事業」を受託しました。佐賀大学では(株)オプティムさんと共同で「がばいベンチャー」西九州

大学では社会人基礎力講座と幅広い地域かつ年代にその実績が拡大しています。また、佐賀県地

域交流部さが創生推進課からの委託事業「佐賀さいこう！企画甲子園」を実施いたしました。 

新規の受託事業としては、佐賀県政策部より「薩長土肥青少年交流事業」、「県市町職員研究会

「dx21」実施業務」、「デジタルイノベーション研修実施業務」、佐賀県地域交流部さが創生推進課よ

り「企画甲子園のアイデア実現化」、「佐賀県地域活性化等起業支援事業費補助金(佐賀起業支援

金)」、佐賀市経済部工業振興課より「起業体験プログラム型セミナー」をそれぞれ受託しました。ま

た、次世代経営者向けの人材育成事業の活動も広げました。 

 

資金面においては佐賀県の「ふるさと納税 NPO 支援」の活用により多くの支援を頂くことができました。 

 

 今年度につきましては、これまでと同様、小中学生のキャリア教育事業につきましては佐賀市経済

部商業振興課の支援および佐賀県教育委員会からのご協力を頂きます。高校生・大学生向け起業

家育成支援においては佐賀市経済部工業振興課から支援を頂きます。佐賀大学をはじめ西九州

大学など高等教育機関でのキャリア教育事業も充実していく所存です。また、佐賀県からの委託事

業などを通し、産学官の強固な連携を構築しながら「すべての人たちに起業家精神を！」、「つながり

の中で育む教育」をミッションとして掲げ、地域の人たちをつなぐコーディネーターとして事業に取り組

んでいく所存です。皆様方の暖かいご支援、ご指導をよろしくお願いいたします。 

 

理事長 飯盛 義徳 
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2022年度の事業報告 

2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで 

 

１ 事業の成果 

・これまで培ってきたキャリア教育、ビジネススクール鳳雛塾の受益者の満足度向上。 

・創業支援の活動（一部、個別コンサルを含む）の展開により、地域活性化に寄与。 

・その他事業の新規展開により、CSO団体などの満足度向上および地域貢献。 

 

新規の受託案件（5件） 

人材育成事業： 

1. 薩長土肥連携青少年交流事業/佐賀県政策部政策チーム 

（鹿児島県、山口県、高知県、佐賀県の高校生 各 10名 計 40名） 

 

2. 「令和 4年度県市町職員研究会「dx21」実施業務」/佐賀県政策部政策チーム 

（県市町職員 21名） 

 

3. 「デジタルイノベーション研修実施業務」/佐賀県政策部政策チーム 

   （県職員 3チーム 8名） 

 

各種相談、調査事業： 

4. 佐賀県地域活性化等起業支援事業「佐賀起業支援金」/佐賀県地域交流部さが創生推進課 

(1)地域の課題解決のため、社会的事業において佐賀県内で起業する者 

(2)Society5.0 関連業種等の分野で事業承継・第二創業する者  

上記（１）、（２）の対象者 計 13組 

 

5. 起業体験プログラム型セミナー / 佐賀市経済部工業振興課 

（佐賀市在住で、創業を希望する人、かつモノを作っている人あるいはチーム 4組 16名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一号議案 2022年度事業報告の件 
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２ 事業の実施に関する事項 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 

（定款記載の事業） 

 

具体的な事業内容 

事業の 

実施時期 

/場所 

/従事者の人数 

 

受益対象者の

範囲 

/予定人数 

 

事業費の 

支出予算額 

(単位：千円) 

1.人材育成事業 キャリア教育 

鳳雛塾 

・小学生・中学生・高

校生向け起業家精神

涵養教育 
（キャリア教育の実施） 

・短期大学・大学での

起業家精神涵養教育

の実施 

・大学生・社会人向け

ビジネススクール（ケー

スメソッド）の開催 

第 21期鳳雛塾 

・企業等向けキャリア

教育支援 

・その他 

2022年 4月

～2023年 3

月 

/佐賀県内 

/４名 

小学生・中学

生・高校生 

/約 1,700名 

 

短期大学・大

学生 

/約 700名 

 

社会人 

/約 35名 

 

 

29,801 

千円 

2.普及啓発事業 キャリア教育 委員委託 

 

2022年 4月

～2023年 3

月 

/佐賀県内 

 

- 

44 

千円 

3.各種相談・調査

事業 

創業支援 ・創業を支援する活動 

（創業支援アドバイス） 

・ECサイトでの起業体

験プログラム 

2022年 4月

～2023年 3

月 

/佐賀県内 

/4名 

社会人 

/約 35名 

 7,380 

千円 

4.研究開発事業 産学官 

連携推進 

佐賀県や佐賀大学等

が主催する事業への

講演や協力を実施 

 

2022年度は活動予定なし 

5.情報発信事業 事業 PR広報

活動 

事業 PRや広報活動  

2022年度は活動予定なし 

 

6.非営利活動 

その他 

その他 ふるさと納税(交付金) 2022年 4月

～2023年 3

月 

/佐賀県内 

/4名 

 

- 

10,769 

千円 

 

（２）  その他の事業 

 

事業名 

（定款記載の事業） 

 

 

具体的な事業内容 

事業の 

実施予定時期 

/予定場所 

/従事者の予定

人数 

 

受益対象者の

範囲 

/予定人数 

 

事業費の 

支出予算額 

(単位：千円) 

 

1. コンサルティン

グ、運営管理事

業 

CSO支援 CSOの運営コンサルな

ど 

2023年 1月

～2023年 3

月 

/佐賀県内 

/１名 

CSO団体等 

/3団体 

1,854 

千円 

2. 広告宣伝に関す

る事業 

広告宣伝 デジタルサイネージな

どによる広告 

 

2022年度は活動予定なし 

3. 不動産賃貸に 

関する事業 

不動産 

賃貸 

シェアオフィスの 

賃貸など 

 

2022年度は活動予定なし 
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（会計区分）特定非営利活動                   

                                                       単位【円】 

定款上

の事業

区分 

 

事業名 

（委託元） 

 

 

委託金額 

(会計区分) 

 

備考 

1 
令和 4年度体験型起業家育成教育推進事業 

（佐賀市経済部商業振興課） 

2,000,000 

（収益事業） 

小中のキャリア教育 

対象 

1 
起業家育成支援事業 

（佐賀市経済部工業振興課） 

3,000,000 

（収益事業） 

高校/大学/社会人 

対象 

1 
第 6回佐賀さいこう！企画甲子園 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

7,052,860 

（収益事業） 

高校生対象 

1 

薩長土肥青少年交流事業 

（薩長土肥同盟推進協議会 

（佐賀県政策部政策チーム） 

   2,250,000 

（収益事業） 

高校生対象 

1 
県市町職員研究会「dx21」実施業務 

（佐賀県政策部政策チーム） 

2,161,500 

（収益事業） 

県市町職員対象 

1 
デジタルイノベーション研修 

（佐賀県政策部政策チーム） 

990,000 

(収益事業) 

県職員対象 

3 

令和 4 年度佐賀県地域活性化等起業支援事

業費補助金「佐賀起業支援金」 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

10,164,880 

（収益事業） 

創業希望者対象 

1 
企画甲子園企画実現化（あおぞら学園） 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

963,402 

（収益事業） 

高校生対象 

3 
起業体験プログラム型セミナー 

（佐賀市経済部工業振興課） 

3,744,400 

（収益事業） 

創業希望者対象 

1 

脊振中起業家事業 100,000 

（収益事業） 

（その他委託） 

中学生対象 

1 

西九州大学講師 

（永原学園） 

118,100 

（収益事業） 

（その他委託） 

大学生対象 

5 学部の一年生対

象に社会人基礎力

講座を各 2 コマ 

6 

ふるさと納税事業 

（佐賀県県民協働課） 

26,683,767 

（交付金） 

（非収益事業） 

 

2 
講師委員活動 1,120,240 

（非収益事業） 

 

 

＜講師委員活動について＞ 

マナー講座  中学校 5校、 高校 2校、 委員手当 ３件 

＜その他活動＞ 

N校カリキュラム、弘道館２ファシリテート、唐津 willプロジェクト、佐賀銀行支店長研修、嘉瀬まちづく

り委員会 

＜賛助会員会費＞ 

佐賀銀行営業企画部  200,000円 
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＜ふるさと納税の寄付額＞ 

  

単位【円】 

 2022年度 

2022年 4月 805,000 

2022年 5月 1,250,000 

2022年 6月 595,000 

2022年 7月 690,000 

2022年 8月 837,000 

2022年 9月 1,069,000 

2022年 10月 1,427,000 

2022年 11月 3,141,000 

2022年 12月 11,747,000 

2023年 1月 1,848,000 

2023年 2月 400,000 

2023年 3月 229,000 

合計 24,038,000 
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2022年度　活動計算書
2022年4月1日から2023年3月31日まで

特定非営利活動法人鳳雛塾

（単位：円）

特定非営利活動

に係る事業

Ⅰ 経常収益
１．受取会費

正会員受取会費 51,000 0 51,000
賛助会員受取り会費 200,000 0 200,000

２．受取寄附金
受取寄附金 26,683,767 0 26,683,767

３．受取助成金等
　　　　

４．事業収益
教育事業受託収益 33,085,222 0 33,085,222
その 他 事 業 収益 1,197,300 1,837,200 3,034,500

５．その他収益
受取利息 749 0 749
雑収益 1,809,151 0 1,809,151

経常収益計 63,027,189 1,837,200 64,864,389
Ⅱ 経常費用

１．事業費事業費

給料手当 12,732,487 1,318,549 14,051,036
臨時雇賃金 549,041 0 549,041
法定福利費 2,132,578 220,845 2,353,423
人件費計 15,414,106 1,539,394 16,953,500
その他経費
売上原価 440,420 0 440,420
ふるさと寄付金返礼品費 7,537,074 0 7,537,074
業務委託費 9,103,860 0 9,103,860
諸謝金 5,590,855 0 5,590,855
印刷製本費 4,620 0 4,620
旅費交通費 604,899 2,102 607,001
通信運搬費 1,995,139 32,827 2,027,966
消耗品費 1,159,943 69,729 1,229,672
水道光熱費 43,165 4,470 47,635
賃借料 269,596 8,708 278,304
減価償却費 116,998 12,116 129,114
保険料 39,519 800 40,319
租税公課 1,861,398 96,502 1,957,900
研修費 138,600 0 138,600
支払手数料 372,698 2,612 375,310
広報費 2,349,502 84,921 2,434,423
雑費 952,961 0 952,961
その他経費計 32,581,247 314,787 32,896,034

事業費計 47,995,353 1,854,181 49,849,534
２．管理費管理費

人件費
給料手当 2,741,525 79,924 2,821,449
臨時雇賃金 382,392 14,795 397,187
法定福利費 459,181 13,386 472,567
福利厚生費 20,700 801 21,501
人件費計 3,603,798 108,906 3,712,704
その他経費
業務委託費 1,133,927 1,273 1,135,200
諸謝金 77,020 2,980 80,000
旅費交通費 91,928 3,515 95,443
通信運搬費 68,254 1,990 70,244
消耗品費 144,980 4,227 149,207
水道光熱費 9,294 271 9,565
賃借料 18,104 528 18,632
減価償却費 25,191 734 25,925
保険料 1,664 48 1,712
諸会費 12,000 0 12,000
租税公課 85,284 166 85,450
支払手数料 5,432 158 5,590
広報費 176,567 5,147 181,714
雑費 85,870 2,897 88,767
その他経費計 1,935,515 23,934 1,959,449

管理費計 5,539,313 132,840 5,672,153
経常費用計 53,534,666 1,987,021 55,521,687

当期経常増減額 9,492,523 ▲ 149,821 9,342,702
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用
１．過年度損益修正損 0 0 0
経常外費用計 0 0 0

経理区分振替額 0 0 0
当期正味財産増減額 9,492,523 ▲ 149,821 9,342,702

前期繰越正味財産額 98,436,076

次期繰越正味財産額 107,778,778

（１）

（２）

（１）

（２）

科目 その他の事業 合計

第二号議案 2022年度収支報告の件 
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1.

99,922,864

13,973,462

36,700

113,933,026

2.

什器備品 116,664

有形固定資産計 116,664

無形固定資産計 0

投資その他の資産計 0

116,664

114,049,690

1.

4,610,055

1,404,400

81,000

175,457

6,270,912

2.

0

6,270,912

98,436,076

9,342,702

107,778,778

114,049,690

(2) 無形固定資産

固定負債

流動負債

未払金

資産合計

預り金

固定資産合計

(3) 投資その他の資産

流動負債合計

Ⅱ 負債の部

未払法人税等

未払消費税等

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

固定負債合計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

立替金

流動資産

現金預金

(1) 有形固定資産

流動資産合計

固定資産

未収金

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

貸借対照表

令和 5 年 3 月 31 日現在
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1．

　　

　（1）

　（2）

2．

(単位：円)

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

1,314,762 0 0 1,314,762 ▵1,198,098 116,664

1,314,762 0 0 1,314,762 ▵1,198,098 116,664合　　計

固定資産の増減内訳

科　　目

什器備品

有形固定資産は、定額法で償却をしています。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

財務諸表の注記

重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日､2017年12月12日最終改正 NPO法人会計基準協議
会）によっています。
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38,223

99,884,641

8,016,262

2,844,400

1,551,600

835,600

220,000

220,000

215,700

69,900

36,700

113,933,026

パソコン3台 3

ＬＡＮ設備 95,760

液晶プロジェクター 20,901

116,664

114,049,690

959,487

321,247

90,944

1,307,940

1,821,112

109,325

1,404,400

81,000

175,457

6,270,912

6,270,912

107,778,778

佐賀銀行普通預金

1. 流動資産

手持ち現金

財産目録

令和 5 年 3 月 31 日現在

現金預金

(単位：円)

科　　目　 金　　額

Ⅰ 資産の部

預り金

その他経費

3月分社会保険料

未収金

佐賀県

有明工業高等専門学校

（1）有形固定資産

什器備品

流動資産合計

一社)文化芸術の泉アール・フォンテヌ

2. 固定資産

未払法人税等

法人住民税均等割

1. 流動負債

負債合計

3月分業務委託費・謝金

3月分給料

R4年度分車両費

3月分返礼品代金

未払消費税等

未払消費税等

正味財産

源泉所得税

流動負債合計

固定資産合計

資産合計

未払金

Ⅱ 負債の部

特非)ようこそ小城

立替金

住民税

佐賀市

一社)CIELO

㈱マクアケ

㈱ドワンゴ
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2023年度の事業計画 

2023年 4月 1日から 2024年 3月 31日まで 

 

１ 事業の目標 

・これまで培ってきたキャリア教育、ビジネススクール鳳雛塾の受益者の満足度向上。 

・創業支援の活動（一部、個別コンサルを含む）の展開により、地域活性化に寄与。 

・その他事業の新規展開により、CSO団体などの満足度向上および地域貢献。 

 

2022年度からの変更（受託業務） 

人材育成事業： 

1. 薩長土肥連携青少年交流事業/佐賀県政策部政策チームは他県での開催のため受託なし 

2. 「デジタルイノベーション研修実施業務」/佐賀県政策部政策チームは単年度予算のため受託なし 

 （県職員 3チーム 8名） 

 

3. 「令和５年度県市町職員研究会「dx21」実施業務」/佐賀県政策部政策チームは受託し、実施 

（県市町職員 21名） 

 

各種相談、調査事業： 

4. 佐賀県地域活性化等起業支援事業「佐賀起業支援金」/佐賀県地域交流部さが創生推進課 

※株式会社インデぺと共同受託し、実施 

 

5. 起業体験プログラム型セミナー/佐賀市経済部経済政策課（4,000,000円）はコンペへ応募予定 

  ※6月 19日コンペ締切 

 

自主財源による事業 

6. 次世代経営者向けビジネススクール/佐賀銀行様と共同開催により実施予定 

（鳳雛塾の収益 1,666,667円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四号議案 2023年度事業計画の件 
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２ 事業の実施に関する事項 

 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 

（定款記載の事業） 

 

 

具体的な事業内容 

事業の 

実施予定時期 

/予定場所 

/従事者の 

予定人数 

 

受益対象者

の範囲 

/予定人数 

 

事業費の 

支出予算額 

(単位：千円) 

 

1.人材育成事業 キャリア教育 

鳳雛塾 
・小学生・中学生・高

校生向け起業家精神

涵養教育（キャリア教

育の実施） 

・短期大学・大学での

起業家精神涵養教育

の実施 

・大学生・社会人向け

ビジネススクール（ケー

スメソッド）の開催 

第 23期鳳雛塾 

・企業等向けキャリア

教育支援 

・その他 

2023年 4月

～2024年 3

月 

/佐賀県内 

/４名 

小学生・中

学生・高校

生 

/約 1,700

名 

 

短期大学・

大学生 

/約 70名 

 

社会人 

/約 30名 

 

 

31,829 

千円 

2.普及啓発事業 キャリア教育 委員委託 

 

2023年 4月

～2024年 3

月 

/佐賀県内 

 

- 
44 

千円 

3.各種相談・調査事

業 

創業支援 ・創業を支援する活動

（創業支援アドバイス） 

・ECサイトでの起業体

験プログラム 

2023年 4月

～2024年 3

月 

/佐賀県内 

/4名 

社会人 

/約 40名 
7,381  

千円 

4.研究開発事業 産学官 

連携推進 
佐賀県や佐賀大学等

が主催する事業への

講演や協力を実施 

 

2023年度は活動予定なし 

5.情報発信事業 事業 PR広報

活動 
事業 PRや広報活動  

2023年度は活動予定なし 

 

6.非営利活動 

その他 

その他 ふるさと納税(交付金) 2023年 4月

～2024年 3

月 

/佐賀県内 

/4名 

 

 

- 

8,885 

千円 

 

(2) その他の事業 

 

事業名 

（定款記載の事業） 

 

 

具体的な事業内容 

事業の 

実施予定時期 

/予定場所 

/従事者の予定

人数 

 

受益対象者

の範囲 

/予定人数 

 

事業費の 

支出予算額 

(単位：千円) 

 

1. コンサルティング、運

営管理事業 

CSO支援 CSOの運営コンサル

など 

2023年 4月

～2024年３

月/佐賀県内

/１名 

CSO団体等

/3団体 
1,854 

千円 

2. 広告宣伝に関する 

事業 

広告宣伝 デジタルサイネージな

どによる広告 

 

2023年度は活動予定なし 
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3. 不動産賃貸に 

関する事業 

不動産 

賃貸 
シェアオフィスの 

賃貸など 

2023年度は活動予定なし 

 

 

（会計区分）特定非営利活動                  

                                                       単位【円】 

定款上

の事業

区分 

事業名 

（委託元） 

委託金額 

(会計区分) 

備考 

1 
令和 5年度体験型起業家育成教育推進事業 

（佐賀市経済部経済政策課） 

2,000,000 

（収益事業） 

小中のキャリア教育 

対象 

1 
起業家育成支援事業 

（佐賀市経済部経済政策課） 

3,000,000 

（収益事業） 

高校/大学/社会人

対象 

1 
第 7回佐賀さいこう！企画甲子園 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

7,096,366 

（収益事業） 

高校生対象 

1 
県市町職員研究会「dx21」実施業務 

（佐賀県地域交流部政策チーム） 

2,161,500 

（収益事業） 

県市町職員対象 

3 

令和 5 年度佐賀県地域活性化等起業支援事

業費補助金「佐賀起業支援金」 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

10,164,880 

（収益事業） 

創業希望者対象 

1 
企画甲子園企画実現化（あおぞら学園） 

（佐賀県地域交流部さが創生推進課） 

963,402 

（収益事業） 

高校生対象 

1 

西九州大学講師 

（永原学園） 

118,100 

（収益事業） 

（その他委託） 

大学生対象 

5 学部の一年生対

象に社会人基礎力

講座を各 2 コマ 

6 

ふるさと納税事業 

（佐賀県県民協働課） 

19,941,758 

（交付金） 

（非収益事業） 

 

2 
講師委員活動 1,120,240 

（非収益事業） 

 

 

＜講師委員活動について＞ 

マナー講座  中学校 5校、 高校 2校、 委員手当 ３件 

＜その他活動＞ 

弘道館２ファシリテート 

＜賛助会員会費＞ 

佐賀銀行営業企画部  200,000円 
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収益関連 

増加：次世代経営者向け人材育成/佐賀銀行様と共同開催予定。 

減少：単年度予算の委託業務の減少、ふるさと納税交付金の減少。 

支出関連 

増加：顧客のリスト化、集客、広報、決済などのオールインパッケージが可能なポータルサイトの導

入、ライセンス費用。職員の昇給に伴う人件費上昇、新規採用（予定）の職員およびスタッフの

新たな人件費。 

2023年度　活動計算書
2023年4月1日から2024年3月31日まで

特定非営利活動法人鳳雛塾

（単位：円）

特定非営利活動 特定非営利活動

に係る事業 に係る事業

Ⅰ 経常収益

１．受取会費

正会員受取会費 45,000 0 45,000 51,000 0 51,000 ▲ 6,000
賛助会員受取り会費 200,000 0 200,000 200,000 0 200,000 0

２．受取寄附金

受取寄附金 20,036,670 0 20,036,670 26,683,767 0 26,683,767 ▲ 6,647,097
３．受取助成金等

　　　　

４．事業収益

教育事業受託収益 31,511,889 0 31,511,889 33,085,222 0 33,085,222 ▲ 1,573,333
その他事業収益 1,197,300 1,837,200 3,034,500 1,197,300 1,837,200 3,034,500 0

５．その他収益

受取利息 749 0 749 749 0 749 0
雑収益 1,809,151 0 1,809,151 1,809,151 0 1,809,151 0

経常収益計 54,800,759 1,837,200 56,637,959 63,027,189 1,837,200 64,864,389 ▲ 8,226,430
Ⅱ 経常費用

１．事業費事業費

給料手当 16,748,404 1,318,549 18,066,953 12,732,487 1,318,549 14,051,036 4,015,917
臨時雇賃金 399,041 0 399,041 549,041 0 549,041 ▲ 150,000
法定福利費 2,135,244 220,845 2,356,089 2,132,578 220,845 2,353,423 2,666
人件費計 19,282,689 1,539,394 20,822,083 15,414,106 1,539,394 16,953,500 3,868,583
その他経費

売上原価 440,420 0 440,420 440,420 0 440,420 0
ふるさと寄付金返礼品費 5,652,806 0 5,652,806 7,537,074 0 7,537,074 ▲ 1,884,269
業務委託費 9,103,860 0 9,103,860 9,103,860 0 9,103,860 0
諸謝金 4,958,855 0 4,958,855 5,590,855 0 5,590,855 ▲ 632,000
印刷製本費 4,620 0 4,620 4,620 0 4,620 0
旅費交通費 333,830 2,102 335,932 604,899 2,102 607,001 ▲ 271,069
通信運搬費 1,970,555 32,827 2,003,382 1,995,139 32,827 2,027,966 ▲ 24,584
消耗品費 1,037,948 69,729 1,107,677 1,159,943 69,729 1,229,672 ▲ 121,995
水道光熱費 39,828 4,470 44,298 43,165 4,470 47,635 ▲ 3,337
賃借料 195,337 8,708 204,045 269,596 8,708 278,304 ▲ 74,259
減価償却費 107,955 12,116 120,071 116,998 12,116 129,114 ▲ 9,043
保険料 38,921 800 39,721 39,519 800 40,319 ▲ 598
租税公課 1,689,212 96,502 1,785,714 1,861,398 96,502 1,957,900 ▲ 172,186
研修費 138,600 0 138,600 138,600 0 138,600 0
支払手数料 361,729 2,612 364,341 372,698 2,612 375,310 ▲ 10,969
広報費 2,286,122 84,921 2,371,043 2,349,502 84,921 2,434,423 ▲ 63,380
雑費 495,590 0 495,590 952,961 0 952,961 ▲ 457,371
その他経費計 28,856,188 314,787 29,170,975 32,581,247 314,787 32,896,034 ▲ 3,725,060

事業費計 48,138,877 1,854,181 49,993,058 47,995,353 1,854,181 49,849,534 143,524
２．管理費管理費

人件費

給料手当 4,975,608 79,924 5,055,532 2,741,525 79,924 2,821,449 2,234,083
臨時雇賃金 532,392 14,795 547,187 382,392 14,795 397,187 150,000
法定福利費 833,370 13,386 846,756 459,181 13,386 472,567 374,189
福利厚生費 19,344 801 20,145 20,700 801 21,501 ▲ 1,356
人件費計 6,360,714 108,906 6,469,620 3,603,798 108,906 3,712,704 2,756,916
その他経費

業務委託費 1,080,228 1,273 1,081,501 1,133,927 1,273 1,135,200 ▲ 53,699
諸謝金 1,000,000 2,980 1,002,980 77,020 2,980 80,000 922,980
旅費交通費 85,976 3,515 89,491 91,928 3,515 95,443 ▲ 5,952
通信運搬費 1,864,885 1,990 1,866,875 68,254 1,990 70,244 1,796,631
消耗品費 137,823 4,227 142,050 144,980 4,227 149,207 ▲ 7,157
水道光熱費 8,835 271 9,106 9,294 271 9,565 ▲ 459
賃借料 17,210 528 17,738 18,104 528 18,632 ▲ 894
減価償却費 23,948 734 24,682 25,191 734 25,925 ▲ 1,243
保険料 1,581 48 1,629 1,664 48 1,712 ▲ 83
諸会費 12,000 0 12,000 12,000 0 12,000 0
租税公課 85,003 166 85,169 85,284 166 85,450 ▲ 281
支払手数料 5,164 158 5,322 5,432 158 5,590 ▲ 268
広報費 167,851 5,147 172,998 176,567 5,147 181,714 ▲ 8,716
雑費 80,965 2,897 83,862 85,870 2,897 88,767 ▲ 4,905
その他経費計 4,571,469 23,934 4,595,403 1,935,515 23,934 1,959,449 2,635,954

管理費計 10,932,183 132,840 11,065,023 5,539,313 132,840 5,672,153 5,392,870
経常費用計 59,071,059 1,987,021 61,058,080 53,534,666 1,987,021 55,521,687 5,536,393

当期経常増減額 ▲ 4,270,301 ▲ 149,821 ▲ 4,420,122 9,492,523 ▲ 149,821 9,342,702 ▲ 13,762,824
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0
経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

Ⅳ 経常外費用

１．過年度損益修正損 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0
経理区分振替額 0 0 0 0 0 0 0
当期正味財産増減額 ▲ 4,270,301 ▲ 149,821 ▲ 4,420,122 9,492,523 ▲ 149,821 9,342,702 ▲ 13,762,824

前期繰越正味財産額 107,778,778 98,436,076 9,342,702

次期繰越正味財産額 103,358,656 107,778,778 ▲ 4,420,122

科目
令和５年度（予算）：A 令和4年度（実績）：B

予算差（A-B)
その他の事業 合計 その他の事業 合計

（１）

（２）

（１）

（２）

第五号議案 2023年度活動予算の件 
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定款第16条の規定に基づき、任期満了に伴う役員の改選について下記のとおり提案します。 

 

旧 新  
変更事項 

役 名 氏 名 役 名 氏 名 

理事長 
 
理事 
 
理事 
 
理事 
 
監事 
 

飯盛 義徳 
 
秋満 直人 

 
田中 宗浩 

 
横尾 敏史 

 
友廣 一雄 

 

理事 
 
理事 
 
理事 
 
理事 
 
監事 

 

飯盛 義徳 
 
秋満 直人 

 
田中 宗浩 

 
横尾 敏史 

 
友廣 一雄 

 

重任 
 

重任 
 

重任 
 

重任 
 

重任 
 

※理事長は、理事会で互選により選任                  （敬称略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第六号議案 役員改選（案）の件 
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10年後のビジョンにもとづき、NPO法人としての活動意義を継続し、今後も地域貢献に寄与するた

めに以下の観点を踏まえて組織体制を構築し、職員（候補）の採用、人事関連をまずは優先した規

程等の作成および整備を行います。 

 

・事業継続性の観点 

 ふるさと納税交付金に依存しない収益柱の確保を目指します。 

（受講生から対価を頂くかたちのビジネススクール、収益性を持った新規事業、定款上のその他事

業によるCSO支援コンサルなど） 

・事業拡大の観点 

 行政からの委託業務を含め、事業を円滑に展開していくための職員（候補）やパート・アルバイトの

採用を行います。 

・法令順守の観点 

 組織体制および人員体制における最新の法令を順守した組織運営の観点から、規程等による

ルールおよび意思決定プロセスを明確にします。また意思決定を円滑に進め、内部統制の観点も

踏まえてワークフローなどのシステムを導入を進めていきます。 

 

（規程） 

新規作成の規則・規程などは事務局で起案作成し、決裁権限表にもとづいて理事会で承認を行う。

一部、定款に記載のとおり組織運営に影響する重要なものは総会で報告を行う。 

（各種届出などの書式） 

規程などに伴う各書式は事務局で起案作成し、承認する。 

  

 

図 組織体制図 

 

（参考） 

10年後のビジョン 

学びを基軸とした鳳雛カレッジ（仮称）※１で産官学連携のつながりと新しい事業が生まれ、佐賀の未

来を明るくする。 

※１ シンボリック的なもの 

第七号議案 組織体制と規程等の整備の件 
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